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研究成果の概要：秋田大学に未整理の状態で保管されている「教育課程文庫」の洋書群を調査

しデータベースを作成するとともに、寄贈元が誰であるのか、そして寄贈元による蔵書の質の

違いを調査した。また、同「教育課程文庫」の運営実態や利用実態を示す資料を調査し、いか

なる目的で利用されていたのかを明らかにした。 
  
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2007 年度 700,000 0 700,000 

2008 年度 500,000 150,000 650,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 1,200,000 150,000 1,350,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：教育学・教育学 
キーワード：戦後教育実践史、カリキュラム開発、教育課程文庫 
 
１．研究開始当初の背景 

「総合的な学習の時間」の導入や地域にお

ける体験活動の重視される昨今の教育事情

の中で、地域の実態に即した教材開発が喫緊

の課題となっている。しかし、地域の素材に

限らず、教師が授業における教材そのものを

開発する実践の蓄積は決して多くはない。 

一方、戦後 1940 年代後半から 50 年代の間

は、学校毎、地域に即したカリキュラム開発

が促され、教材開発の裁量の多くが教師に委

ねられていた。そこで本研究では、日本の同

時代の実践を解明することにより、教師によ

る地域に応じたカリキュラムや教材開発の

実態とその方法について、今日的な示唆が得

られると想定した。 

 

２．研究の目的 

研究の全体構想は、戦後初期の日本におけ

る小・中学校の実践現場で展開されたカリキ

ュラム開発と教材開発の実態を調査し、教師
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や学校主体によるカリキュラム開発や教材

開発のプロセス、更にはそれらの開発を促し、

支えた諸要因を解明することにある。本研究

の目的は以下の３点であり、全体構想の一部

を成すものである。 

 

(1)戦後初期に地方、具体的には東北の公立

小・中学校で展開されたカリキュラム開発の

実態を調査検討し、その特徴を解明する。こ

れは従来の教育方法・カリキュラム研究史に

おいて、戦後初期は「全国的に地域や学校を

基盤としたカリキュラム開発が盛んに展開

された時期」と一般的に評されているものの、

その論拠は比較的資料の保存状態のよい国

立大学附属学校、さらには文部省や CI&E の

指導を直に受けて研究を進めた学校などに

偏っており、地方、特に東北の地方郡部の公

立の小・中学校での個別のカリキュラム開発

の実態に関する研究の蓄積が乏しいことに

よるものである。 

 

(2)カリキュラム開発と教材開発を不可分の

ものと捉える視点に立ち、小・中学校でのカ

リキュラム開発と教材開発が互いに如何な

る関連したプロセスで進められたのかにつ

いて検討する。カリキュラムを新たに作成す

るということは、当然、そのカリキュラムを

実践するための新たな教材開発も伴う。しか

し、従来の戦後初期のカリキュラム開発に関

する研究では出来上がったカリキュラムの

構成そのものに注目する一方、その中で取り

上げられた新たな教材開発のプロセスや、個

別具体的な「教材」の「カリキュラム全体」

における位置付けについて検討するという

視点に乏しい。個々の学校で開発された「カ

リキュラム」の全体構造と具体的な「教材」

とを有機的に関連付ける実践例について、詳

細に研究する必要がある。 

(3)｢教育課程文庫｣について、それが設置され

た地域における教科書作成と教材開発、カリ

キュラム開発に与えた影響に関する具体的

な調査分析を行う。戦後占領下教育政策にお

いて、学校を基盤としたカリキュラム開発を

推進する立場のアメリカは全国 14 ヵ所にカ

リキュラムと教科書教材開発の援助を目的

とした｢教育課程文庫｣を設置している。本研

究が注目する東北地方では秋田大学と元東

北大学＝現宮城教育大学の 2ヶ所に設置され

ている。戦後初期の教科書教材の開発プロセ

スに関して「教育課程文庫」の与えた影響に

関する研究は、家庭科や理科といった一部の

教科教育の領域で蓄積されている。しかし、

そこでの研究には「地域性｣という視点は欠

落している。本研究では従来の研究で注目さ

れてこなかった｢教育課程文庫｣が地方の教

育・学校関係者に与えた影響の有無について

調査してゆく。 

 

３．研究の方法 

(1)教材開発研究の実態を示す東北地方、主と

して秋田県の戦後教育実践関係の文書調査

（県立図書館、公文書館、秋田県総合教育セ

ンター総合教育資料室）他、当時の教師への

聞き取り調査。 

 

(2)「教育課程文庫」の利用実態調査と実際に

利用したことのある教師への聞き取り調査。

聞き取り調査からは「教育課程文庫」が教材

開発に如何に活かされていたのかを検討す

る。 

 

(3)秋田大学に保管されている「教育課程文

庫」のうち、未整理である主に洋書群の調査 

と、他大学・他機関に保管されている同文庫

の蔵書群との比較検討。 

 



４．研究成果 

(1)秋田県の戦後初期のカリキュラム開発の

調査を行った結果、秋田県教育委員会と秋田

大学学芸学部附属小・中学校が県内のカリキ

ュラム開発の中核校となり、僻地校も含め公

立学校に研究協力指定校制度を作り「カリキ

ュラム」開発研究の組織的ネットワークが形

成されていたことが明らかになった。特に注

目されるのは、僻地中学校についての調査を

行ったところ、岩見山内中学校という僻地校

にも秋田県教育委員会より「カリキュラム開

発研究指定校」に指定された文書や、秋田大

学学芸学部附属中学校と交流していた事実

を記録した学校日誌が発見されたことであ

り、このことは秋田県では市部ならず僻地郡

部も含め、戦後、新たなカリキュラム開発研

究に取り組んでいた事実を裏付けるもので

ある。 

 

(2)秋田県で CIE が公立小学校宛、東北大学

に保存されている「教育課程文庫」の利用を

促す文書等を発行している通達文書（秋田市

築山小学校）が確認された。「教育課程文庫」

を地方の学校現場で如何に利用させるかと

いう占領軍の実態を示す資料はこれまで発

見されておらず、CIE が「教育課程文庫」を

戦後日本の学校の教材開発の資料として積

極的に活かそうとしていることが明らかに

なった。 

 一方、当時の小・中学校教員に聞き取り調

査を行ったが、「教育課程文庫」の存在すら

知らないという意見のみで、客観的な利用実

態を掴むことは出来なかった。しかし、秋田

県の場合、現場の教員が利用していなかった、

という事実も戦後初期の教員の教材開発の

手法と「教育課程文庫」の存在意義について

示唆を与えるものであるといえる。 

 

(3)平成 21 年度は戦後初期の教師へのインタ

ビュー予定が対象者の都合により進められ

ず、教材開発の現場レベルでの実態を踏み込

んで解明することが困難になったことから

秋田大学の「教育課程文庫」の設置・運営・

利用実態の調査と、未整理で保管されている

洋書群の整理・調査に主たる研究目的を変更

した。 

①前掲(2)で行った当時の教師に関するイ

ンタビュー調査では利用実態を示す情報が

得られなかったものの、保管されているすべ

ての文献に「帯出カード」がついており、実

際に利用者は存在していた。その利用者を分

析したところ、その多くは秋田大の大学教員

や、学生の多くが教養目的で借り出していた

ことが判明した。このことより、CIE が想定

していた学校の教員が教材開発に携わる目

的で借りだしていた実態はほとんど無く、イ

ンタビュー調査の結果を裏付けることにな

った。 

②未整理の洋書の資料調査を行う中で「受

入台帳」３冊（内、和書分１冊、洋書分２冊）

が発見されたことにより、この台帳と既存の

「秋田大学教育課程文庫目録」を比較したと

ころ、「台帳」に存在するものの「目録」に

存在しない文献や、「台帳」に掲載されてい

るものの「目録」には掲載されていない文献

が多数存在することが確認された。特に注目

されるのは「台帳」に掲載されているにもか

かわらず、「目録」に存在しない文献が７５

３冊存在することである。これは「教育課程

文庫」が 1951 年の「目録」作成以降、1960

年まで数回にわたって断続的に寄贈を受け

ていたことによるものであり、従来の「目録」

を、今回発見された台帳に照らして、新たに

更新した。 

③秋田大学の「教育課程文庫」には占領軍

が全国に寄贈した図書群の他、国立国会図書



館国際業務部やＨ・ヘファナン、ＩＦＥＬ、

そして占領軍（CIE）から寄贈された図書が

含まれていることも明らかになった。 

今回は秋田大学の調査のみであるが占領

軍が数年間にわたり「教育課程文庫」に資料

を提供し続けたという事実は教育行政当局

における「教育課程文庫」の意義や扱いにつ

いての今後の研究に示唆を与えるものであ

る。 

 

(4)今後の研究の展望として「教育課程文庫」

に含まれるアメリカの同時代の教育関係書

（カリキュラムや教育方法関係図書）や教科

書の、当時のアメリカ国内での位置づけにつ

いて検討する。 

同時代までにアメリカで発行された教育文

献は当然多数に上るものであり、日本に寄贈

された文献はその一部であると考えるのが

妥当である。その場合、日本に寄贈された文

献には占領軍にとっての何らかの特徴があ

ることが予想される。その解明を図りたい。 

こうした調査を通して、東北地方のみなら

ず、戦後の小･中学校における学校を基盤と

したカリキュラムや教材開発に、当時の占領

政策―地方教育行政政策が具体的に関与し

ていたのかについて解明し、学校を基盤とし

たカリキュラム開発と教材開発を支えた諸

要因を多面的に検討したい。 
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